
○戸田市優良建築物等整備事業費補助金交付要綱 

平成元年９月２９日 

告示第８９号 

改正 平成２年８月２４日告示第８３号 

平成３年５月２３日告示第６５号 

平成６年７月１日告示第７６号 

平成８年１１月１４日告示第１２６号 

平成１３年３月９日告示第２８号 

平成２８年１２月１９日告示第３９５号 

令和３年３月３１日告示第１４５号 

（趣旨） 

第１条 市は、民間の建築活動を適切に誘導し市街地の環境の整備改善に資す

る土地の共同化高度利用による良好な建築物の整備とともに、良好な都市型

住宅の供給の促進を図るため、優良建築物等整備事業制度要綱（平成６年６

月２３日建設省住街発第６３号。以下「制度要綱」という。）及び埼玉県優

良建築物等整備事業費補助金交付要綱（平成８年７月２４日埼玉県住管第８

６１号）に基づき、優良建築物等整備事業を行う施行者に対し、当該事業に

要する経費の一部について予算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付及び手続等に関しては、戸田市補助金等交付規則（昭

和５７年規則第３５号）に定めるもののほかこの要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 「優良建築物等整備事業」とは、制度要綱に定める「優良再開発型」の

うち「共同化タイプ」を建築する場合において、市から当該敷地の整備及

び建築に要する費用の一部の補助を受けて行う事業をいう。 

(2) 「所有権等」とは、次の各号に掲げる権利をいう。 

ア 所有権 

イ 建物の所有を目的とする地上権及び賃借権（以下「借地権」という。） 

ウ 土地又は借地権の信託の受益権 

(3) 「施行者」とは、優良建築物等整備事業（以下「本事業」という。）を

行う者で、所有権者又は所有権等を有する者の代表者若しくはこれらの者



の同意を得た第三者をいう。 

（施行者の責務） 

第３条 施行者は、本事業の計画と施行について周辺住民等の理解を得るとと

もに、この要綱及び戸田市宅地開発事業等指導条例（平成２８年条例第２２

号）並びに国及び県の関連要綱等を遵守しなければならない。 

（事前相談） 

第４条 施行者は、原則として補助金の交付を受けようとする会計年度の前年

度の１０月末日までに事業計画事前相談書（第１号様式）及び市長が必要と

認める添付書類を提出し、事前に相談しなければならない。 

（補助対象事業等） 

第５条 この要綱に基づく補助対象及び算出方法は、国土交通省住宅局におい

て本事業の補助採択を受けた当該事業に要する費用のうち、市街地再開発事

業等補助要綱（昭和６２年５月２０日建設省住街発第４７号）の定めを準用

する。 

２ 市は、予算の範囲内において、前項に定める費用の３分の２以内を当該施

行者に対して補助することができる。 

（補助金の交付申請） 

第６条 この要綱に基づく補助金を受けようとする施行者は、補助金交付申請

書（第２号様式）に必要な書類を添えて、正本１部・副本２部を作成し、原

則として５月１５日までに市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による補助金の交付申請があった場合において、

当該申請が適当であると認めたときは、補助金交付決定通知書（第３号様式）

により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の補助金の交付決定に当り、必要な条件を付すことができる。 

（申請の取下げ） 

第８条 補助金の交付を申請した者は、前条の規定による通知を受領した場合

において、当該通知に係る補助金の交付決定に不服があるときは、補助金の

交付の決定を受けた日から起算して１０日以内に補助金の交付申請を取り下

げをすることができる。 

（事業の廃止、中止又は変更） 

第９条 施行者は、次の各号に掲げる事項に該当するときは、当該各号の定め



る様式により、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

(1) 補助事業の内容を変更又は中止し、若しくは廃止しようとするとき（第

４号様式）。 

(2) 補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき（第５号様式）。 

(3) 補助事業の金額を変更しようとするとき（第６号様式）。 

２ 補助事業が補助金交付申請書に付された期日までに完了しない場合は、速

やかに完了期日変更報告書（第７号様式）を市長に提出し、その指示を受け

なければならない。 

（実地検査等） 

第１０条 市長は、必要があると認めるときは、施行者に対して必要な指示を

行い、報告を求め、又は職員をして当該施行地区若しくは優良建築物その他

の物件及び設計図等の書類を実地検査させ必要な指示をすることができる。 

（事業進捗状況報告） 

第１１条 施行者は、毎月事業進捗状況報告書（第８号様式）を、当該期間経

過後５日以内に市長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１２条 施行者は、本事業が完了した日（廃止の承認を受けたときを含む。）

から起算して１５日を経過した日又は当該事業の完了の日の属する会計年度

の３月３１日のいずれか早い日までに完了実績報告書（第９号様式）を市長

に提出しなければならない。 

２ 施行者は、事業が翌年度にわたるときは、当該補助金交付の決定に係る会

計年度の末日までに年度終了実績報告書（第１０号様式）を市長に提出しな

ければならない。 

３ 市長は、前２項の報告書のほか、必要と認める書類の提出を求めることが

できる。 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条第１項の完了実績報告書の提出があった場合において

内容の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該報告に係る事業の

成果が補助金交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたと

きは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額確定通知書（第１１号様式）

により、当該施行者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 



第１４条 市長は、前条の規定により額を確定した後に、当該施行者からの補

助金交付請求書（第１２号様式）により補助金を交付する。ただし、市長が

本事業の遂行上必要と認めるときは、額の確定前であっても補助金を概算交

付することができる。 

（委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２年告示第８３号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３年告示第６５号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成６年告示第７６号）抄 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成６年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行前になされた手続その他の行為については、なお従前の例

による。 

附 則（平成８年告示第１２６号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成８年１２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に実施中である優良再開発建築物整備促進事業は、

この要綱で定める優良建築物等整備事業であるとみなす。 

附 則（平成１３年告示第２８号） 

この要綱は、公布の日から施行し、改正後の戸田市優良建築物等整備事業費

補助金交付要綱の規定は、平成１３年１月６日から適用する。 

附 則（平成２８年告示第３９５号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年１月１日から施行する。 

附 則（令和３年告示第１４５号） 

（施行期日） 



１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、現に印刷されている改正前の様式については、当分

の間、取り繕って使用することができるものとする。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



第１号様式（第４条関係） 

第２号様式（第６条関係） 

第３号様式（第７条関係） 

第４号様式（第９条関係） 

第５号様式（第９条関係） 

第６号様式（第９条関係） 

第７号様式（第９条関係） 

第８号様式（第１１条関係） 

第９号様式（第１２条関係） 

第１０号様式（第１２条関係） 

第１１号様式（第１３条関係） 

第１２号様式（第１４条関係） 

 


